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「中期経営計画 2026-2028」の策定に関するお知らせ 

 
当社は、2025 年 8 ⽉ 14 ⽇開催の取締役会において、「中期経営計画 2026-2028」を決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 

１.「中期経営計画 2026-2028」策定の背景と⽬的 
当社は 2024 年 2 ⽉ 14 ⽇に「通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」内で公表いた

しました事業構造改⾰に基づき、2024 年 8 ⽉ 14 ⽇に、「中期経営計画 2024-2026」を取
り下げ、事業構造改⾰を推進してまいりました。その結果、計画値以上に⼤きな利益成⻑
を遂げることができました。 
 
今回の新しい「中期経営計画 2026-2028」では、事業ポートフォリオマネジメントの強化

を通じた主⼒事業の成⻑⼒強化を⽬指しつつ、収益性や効率性を重視しながら、更なる利
益成⻑を実現してまいります。 
 
 
２．中期経営計画の数値⽬標 

 

2025 年 
6 ⽉期 
業績 

2026 年 
6 ⽉期 

業績予想 

2027 年 
6 ⽉期 

業績予想 

2028 年 
6 ⽉期 

業績予想 

売上収益 
百万円 

8,179 
百万円 

8,800 
百万円 
10,100 

百万円 
11,800 

営業利益（IFRS） 751 630 850 1,100 
営業利益（Non-GAAP） 561 630 850 1,100 

 
 
３. 「中期経営計画 2026-2028」につきましては、添付の＜サマリー版＞をご参照ください。 
なお、同計画の＜詳細版＞は株主総会⽇に発表予定です。 
 

以 上 
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「中期経営計画 2026-2028」＜サマリー版＞について 

 

当社グループは、2026 年 6 月期〜2028 年 6 月期の事業運営の指針となる 

「中期経営計画 2026-2028」＜サマリー版＞（以下、「中計 2028」）を策定しました。 

 
1. 当社グループの理念 

「中計 2028」の策定にあたり、「企業理念」「私たちの使命」「大切にする価値観」からなる「当社グル

ープの理念」を作成しました。 

 l 企業理念 

当社グループは 2001 年 5 月㈱大阪証券取引所ナスダック・ジャパン（現東京証券取引所 JASDAQ

（スタンダード））市場へ上場して以来、企業理念を以下の 3つとして掲げています。 

  ① 「倫理的価値観を持つ」 

全ての企業活動において社会倫理に照らし、正しいかどうかを判断基準として行動します。 

② 「社会的責任を全うする」 

企業としての社会性を認識し、様々なステークホルダーの要請に応えながら、社会の維持・

発展に貢献します。 

③ 「永続的に繁栄する」 

10 年後、50 年後の日本・世界の未来に貢献するため、長期的・堅実に成長することを目標

とします。 

  
 l 私たちの使命 

「企業理念」に基づき、「信頼と共創で、未来をともに育む。」を「私たちの使命」として掲げま

す。すべての企業活動において、倫理観と誠実さを土台に、社会に貢献し、仲間・顧客・社会と価

値を共に創り続けることで、未来世代にも誇れる企業グループを目指します。 

  
 l 大切にする価値観 

企業としての目指す在り方や活動において重視する姿勢として、以下の 6つを「大切にする価値

観」とします。 

  ① 「知と技術を融合し、進化を続ける」 

テクノロジーと人の知恵をかけ合わせ、未来の「あたりまえ」をつくります。 

② 「仲間と高め合い、挑戦を讃える」 

互いの意志と挑戦を認め合い、成長を楽しむチームであります。 

③ 「地域・社会とともに価値をつくる」 

地域に根ざし、社会課題に向き合うことを、誇りとします。 

④ 「顧客にまっすぐ向き合う」 

「顧客の声と体験」を最優先に、目的に立ち返り、価値を届ける行動を選びます。 

⑤ 「まずやってみる。はやく、小さく、一歩踏みだす」 

変化の時代は、完璧よりもスピード。行動から学び、成長します。 

⑥ 「誠実に、そして楽しむことも忘れずに」 

透明性と信頼、そして余白のある関係性が、良い仕事の土壌となります。 
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2. 創業からの歴史 

当社グループは創業以来約 30 年、IT事業と M&A による拡大を継続してまいりました。特に 2017年 6

月期までは IT 領域での成長を続けておりましたが、2018 年 6 月期から 2023 年 6 月期においては IT

以外の領域への多角化を図りました。2024年 6月期以降、事業ポートフォリオの見直しを進め、固定

費削減を含む事業構造改革を実施しました。 

「中計 2028」の期間においては、DX・人材・TCG・インキュベーションの領域において、既存事業成

長と M&A による非連続な成長を進めてまいります。 
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3. 全社戦略 

 l 重要テーマの特定 

当社グループは、社会課題を客観的に認識した上でサステナビリティの観点からリスクと機会の

分析を行い、「当社グループの理念」および「創業からの歴史」を踏まえ、5つの重要テーマを特

定しました。 

  ① 新たな価値の創出 

② 成長機会の提供 

③ ベストマッチの実現・リスキリング促進 

④ デジタルデバイドの解消 

⑤ AI技術向上と倫理的利用の両立 

  
 l 重要テーマと方針 

当社グループでは、以下の方針に基づいて各事業会社の事業戦略に落とし込み、5つの重要テー

マへの対応を図ります。 
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4. 「中計 2028」における数値目標 

 l 連結・主力セグメントの売上収益・営業利益目標 

 

  
 l 株主還元 

当社グループは、株主各位に対する利益還元を重要な経営方針として位置付け、安定的に配当を

実施していくことを基本方針としています。利益配分については、その総還元額を持続的な成長の

ための適正な内部留保の水準を鑑み、子会社等株式売却益等の特殊要因を除いた税引前利益の

50％を目安としています。 
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5. 事業戦略 

 l DX事業 

主に株式会社スカラコミュニケーションズ（以下、SCOM）および株式会社エッグ（以下、EGG）に

より、企業・官公庁・全国の自治体に向けてシステム提案・開発・提供を行っています。 

  u 主要ビジネスモデル 

   ① SCOM 

(A)ソリューション開発事業、(B)サービス開発事業、(C)人財事業、(D)メディア事業により

構成されています。(B)サービス開発事業や(D)メディア事業における既存の SaaS/ASPを入り

口として顧客との関係を構築することで、潜在的な真の課題をキャッチし、(A)〜(D)各事業

でのベストプラクティスを提供しています。 
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   ② EGG 
(A)ふるさと納税事業、(B)ヘルスケア事業、(C)地域創生事業、(D)国策支援事業により構成

されています。 

(A)ふるさと納税事業をはじめ自治体や官公庁との強固な関係を築き、各領域でのシステム

提案・開発・運用支援を行っています。 
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  u 方針・取り組み 

DX事業においては、「3.全社戦略」における「重要テーマと方針」に基づき、SCOMおよび EGG

により、以下の取り組みを進めてまいります。 
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 l 人材事業 

主に株式会社アスプラ（以下、AP）が(A)イベント事業による就活イベント企画・運営、(B)紹介

事業による企業への人材紹介と学生向け支援サービスを提供しています。 

(A)(B)両事業は学生の就活スケジュールに合わせて運営されています。また、新規事業として株

式会社 GeaREmake（以下、GRE）を設立し、季節性が比較的低い中途採用領域へ展開しています。 

  u 主要ビジネスモデル 

         

 
  u 方針・取り組み 

人材事業においては、「3.全社戦略」における「重要テーマと方針」に基づき、APおよび GRE

により、以下の取り組みを進めてまいります。 
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 l TCG事業 

株式会社スカラプレイス（以下、SPL）により、EC ショップ「カードショップ -遊々亭-」の運営

を通じて、トレーディングカードゲームの買取・販売を行っています。 

また、新規事業として、トレーディングカードゲーム卸企業の業務効率化を実現するシステム開

発を受託しており、当社グループのリソースを活用した SaaS としての展開を進めてまいります。 

  u 主要ビジネスモデル 

 

  u 方針・取り組み 

TCG事業においては、「3.全社戦略」における「重要テーマと方針」に基づき、SPLにより、以

下の取り組みを進めてまいります。 
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 l インキュベーション事業 

株式会社スカラ（以下、SCA）による各種投資事業や、株式会社ソーシャル・エックス（以下、

SLX）による官民共創支援事業を通じて、イノベーション支援および社会課題解決の推進を行って

います。 

  u 主要ビジネスモデル 

 

  u 方針・取り組み 

インキュベーション事業においては、「3.全社戦略」における「重要テーマと方針」に基づ

き、SCA および SLXにより、以下の取り組みを進めてまいります。 
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6. サステナビリティの方針・マテリアリティ（重要テーマ） 

当社グループは、企業価値の向上と持続可能な社会の実現を両立させるため、サステナビリティを重

要な経営課題と位置づけています。当社グループの強みやリスクをメガトレンドと照らし合わせ、重

要テーマとして事業会社の事業戦略に落とし込むことで、サステナビリティ経営を推進していきま

す。マテリアリティ（重要テーマ）については、「3. 全社戦略」における「重要テーマの特定」をご

参照ください。 

  

 l ESGの取り組み 

当社グループでは、取締役会による監督のもと、社会的な貢献や責任を果たしながら持続的に成

長を果たす企業の重要性を認識した上で、ESGや 人的資本、TCFD を含め、サステナビリティにつ

いての取り組みを協議し、その内容は当社ウェブサイトで 開示を行っています。 

※「ESGの追求」https://scalagrp.jp/ir/esg/   

  

 l 人的資本の取り組み 

当社グループは人が最大の財産、かつ成長の原動力であり、価値創造の源泉である、と考えてい

ます。「中計 2028」で掲げた私たちの使命「信頼と共創で、未来をともに育む。」に基づき、社員

一人ひとりの個性や価値観を尊重し、「当社グループで働く意味」を実感できる人材マネジメント

を志向します。人的資本については、「中計 2028」を推進する経営基盤として、人材価値の最大化

に取り組んでいきます。これを実現する人材戦略は「事業戦略に即した人事制度・人材育成」を最

重要視し、事業戦略をリードする人材基盤の充足を目指しています。 

  ＜事業戦略に即した人事制度・人材育成＞ 

u 事業戦略に基づく人材ポートフォリオの充足に向けた、社員の能力・スキルの可視化・向上 

u 社員の能力・スキルの向上に繋がる機会の創出・提供 

u 社員の能力・スキルを適切に評価し、成果に報いる「処遇・評価制度」の確立・導入 

  

 l AIに関する取り組み状況 

当社グループは、「提供サービスへの取込み」と「業務効率化への取り組み」に AIを活用する取

り組みを進めています。 

  u 提供サービスへの取込み 

SCOMの提供する既存サービスおよび新サービスに AIを組み込むことで、提供価値のさらなる

高度化を図っています。 

① 「i-ask with AI support」 

主力サービス「i-ask」に OpenAI「ChatGPT」を連携させることによる、入力された情報が 

ChatGPTの学習データに使われない環境下で、FAQ の作成・添削を簡単に行える仕組み 

② 「SmartRAG」 

登録後に毎月自動で更新される最新の法令データのみを参照してコンテンツ原稿・保険募

集文書の初稿を添削するサービス 

③ 「SmartRAG」派生の自動チャットボット 

実装にあたって現在は構想段階 
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  u 業務効率化への取り組み 

全社または一部事業会社に各種 AIサービスを導入することにより、業務効率化を図っていま

す。また、入力情報の範囲や取り扱いなどの研修を実施しています。 

① Google LLC「Google Gemini」「Notebook LM」、Microsoft Corporation「Microsoft 
Copilot®」 

全社員に導入、活用方法やセキュリティ観点の研修を実施中 

② Anysphere, Inc.「Cursor™」、Anthropic, PBC「Claude™」 

SCOMのエンジニアに導入し、開発業務の効率化を進行中 

③ 画像認識 AI ソリューション 

SPLで独自開発・導入し、カード画像からカード特定を行うことによる選択ミス防止とフ

ルフィルメント業務の効率化を実現。査定業務への応用が進行中 

※記載されている会社名および製品名は各社の商標または登録商標です。 

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見通しに関する注意事項 

本資料には将来の予測に関する記述が含まれておりますが、それらの記述は、資料作成時点で入手可

能な情報に基づき判断したものであり、その情報の正確性を保証するものではありません。様々な要

因の変化等により、実際の業績とは異なる可能性がありますことを御承知おき下さい。 

本資料の作成に当たっては、記載されている情報に誤り・遺漏等が無いよう細心の注意を払っており

ますが、その情報の正確性および完全性を保証するものではありません。 

本資料は監査法人による会計監査を受けておりません。 

 


